
河川対策、流域対策、ソフト対策の共有と検討について
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流域治水対策等の主な支援事業 令和２年６月末時点

内容 支援策 交付金等 交付対象事業 所管官庁 支援先 詳細（HP） 問合せ先

流出抑制対策等

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P370参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P93参照

雨水貯留浸透施設
（特定都市河川浸水被害対策法に
基づき指定された特定都市河川流
域内において同法第９条に基づく
対策工事として設置したもの）

税制特
例

特定都市河川浸水被害対策法に規定す
る雨水貯留浸透施設に係る特例措置
（固定資産税）

特定都市河川流域において、特定都市
河川浸水被害対策法に基づく対策工事
として設置される雨水貯留浸透施設を設
置した場合、対策工事として設置される
雨水貯留浸透施設の償却資産部分につ
いて固定資産税の課税1/2～5/6に軽減

国土交通
省

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/usui/usui_h27-
3.pdf

水管理・国土保全局
治水課
03-5253-8450

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P84参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P71参照

雨水貯留浸透施設 補助金 防災・省エネまちづくり緊急促進事業

市街地再開発事業等において、防災機
能向上等の緊急的な政策課題に対応し
た、質の高い施設建築物の整備（浸水
対策のための雨水貯留浸透施設を設置
すること等）への支援

国土交通
省

地方公共団体、
民間事業者等

https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content/00133924
9.pdf

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907
建政部住宅整備課
048-600-1908

土地利用・住まい
方
の工夫

二線堤整備 交付金
https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf

家屋移転 交付金
※交付対象事業の要件P413参照

宅地嵩上げ 交付金 土地区画整理事業

立地適正化計画に位置付けた防災対策
として実施する土地区画整理事業につ
いて、一定の要件を満たす場合に、土地
の嵩上げ費用を都市再生区画整理事業
の補助限度額へ算入可能

国土交通
省

地方公共団体
https://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/shuhou/kukakuseiri/
kukakuseiri01.htm

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P48参照

https://www.mlit.go.jp/page/content/001320178.pdf
※P30参照

補助金 都市構造再編集中支援事業

病院・福祉施設等の都市機能誘導施設
の自主的移転を促進するため、市町村
や民間事業者等が、立地適正化計画に
位置付けた防災対策として実施する施
設整備等

国土交通
省

地方公共団体（市
町村）、民間事業
者等

https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001341206.pdf
関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

補助金 防災集団移転促進事業

住民の生命等を災害から保護するた
め、住民の居住に適当でないと認められ
る区域内にある住居の集団的移転を促
進することを目的として、市町村が行う
住宅団地の整備等

国土交通
省

地方公共団体
（市町村）

https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001338498.pdf
関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

補助金
集約都市（コンパクトシティ）形成支援事
業

立地適正化計画において防災対策が位
置づけられた居住誘導区域外の災害ハ
ザードエリアから、居住誘導区域内への
居住機能の移転促進に向けた調査・評
価を実施する事業

国土交通
省

地方公共団体 https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001339554.pdf
関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

立地適正化計画の作成 補助金
集約都市（コンパクトシティ）形成支援事
業

都市再生特別措置法第81条第１項の規
定に基づき作成される計画

国土交通
省

地方公共団体等 https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001339554.pdf
関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf

※交付対象事業の要件P169参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf

※交付対象事業の要件P152参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284115.pdf
※交付対象事業の要件P143参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P67参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P71参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P77参照

https://www.mlit.go.jp/common/001284116.pdf
※交付対象事業の要件P84参照

補助金
特定地域都市浸水被害対策事業
（下水道防災事業費補助）

 「特定地域都市浸水被害対策計画」に
基づき、地方公共団体による下水道施
設の整備、民間事業者等による雨水貯
留施設等の整備の支援を行う事業。

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）、民間事業者
等

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/usui/usui_h27-
1.pdf

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001
315697.pdf

P332

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001
315697.pdf

P332

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001
342750.pdf

P388

https://www.mlit.go.jp/common/001257655.pdf

※P7　２．防災・安全交付金において実施することが想
定される主な事業（効果促進事業）の例

100mm/h安心プラン －

本プランを策定することにより、
・交付金重点配分対象
・流域貯留浸透事業の交付要件緩和等
・下水道浸水被害軽減総合事業の交付
要件となる

－
国土交通
省

＜策定主体＞
市町村および河
川管理者、下水
道管理者等

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/main/100mm/

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903
建政部都市整備課
048-600-1907

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

グリーンインフラの整備を支援し、
都市型水害対策等を推進する。

交付金
グリーンインフラ活用型都市構築支援事
業

公園緑地の整備、 公共公益施設の緑
化、 民間建築物の緑化（公開性がある
ものに限る）、 市民農園の整備、 緑化
施設の整備等

国土交通
省

地方公共団体、
民間事業者等

住民等のまちづくり活動支援
避難地、避難路等の地区公共施
設等整備

交付金 都市防災総合推進事業

防災上危険な密集市街地等における、
住民等のまちづくり活動（啓発活動）支
援、道路・公園等の地区公共施設や地
区緊急避難施設（避難所、津波避難タ
ワー等）の整備事業等
（都市防災に関する計画を踏まえて、防
災上特に対策が必要とされる地区）

国土交通
省

国土交通
省

地方公共団体
(都道府県､市町
村)

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903

雨水貯留施設
・各戸貯留

交付金
総合流域防災事業
（雨水貯留事業）

流域単位を原則として、包括的に水害・
土砂災害対策の施設整備等及び災害関
連情報の提供等のソフト対策を実施する
事業

避難施設等の整備 交付金 市街地再開発事業等
市街地再開発事業等における避難施設
等の整備、防災関連施設の整備を含め
た共同施設の整備

国土交通
省

地方公共団体、
民間事業者等

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907
建政部住宅整備課
048-600-1908

二線堤保全
税制特
例

浸水被害軽減地区の指定に係る特例措
置

浸水被害軽減地区の指定を受けた土地
の所有者に対し、当該土地に係る固定
資産税及び都市計画税を減免

水管理・国土保全局
河川環境課水防企画室
03-5253-8460

国土交通
省

下水道浸水被害軽減総合事業

内水浸水リスクの高い地区等において、
下水道浸水被害軽減総合計画に基づき
ハード・ソフト含めて総合的に実施する
都市浸水対策

国土交通
省

交付金

交付金

下水道浸水被害軽減総合事業　（再掲）

下水処理水の再利用、雨水の再利用や
貯留浸透による流出抑制、親水性のあ
る水辺空間の整備、河川事業等との連
携・共同事業

国土交通
省

都市水害対策共同事業
下水道事業と河川事業とが連携・共同し
て行う、相互の施設をネットワーク化する
ための管渠、ポンプ施設等の整備

新世代下水道支援事業　（再掲）

水循環を良好な状態に維持・回復する施
策を支援していくため、または雨天時に
公共用水域に流入する汚濁負荷の削減
を図るための下水道施設の整備

国土交通
省

国土交通
省

地方公共団体
(都道府県､市町
村)

流域単位を原則として、包括的に水害・
土砂災害対策の施設整備等及び災害関
連情報の提供等のソフト対策を実施する
事業

二線堤、浸水防止施設等
総合治水対策特定河川事業
（都市水防災対策事業）

交付金

人口の集中の著しい大都市の地域に係
る一級河川又は二級河川の想定氾濫区
域であって、次の全ての要件に該当する
地区で実施される一連の氾濫流制御施
設を行う事業

国土交通
省

地方公共団体
（市町村）

総合流域防災事業
（洪水氾濫域減災対策事業）

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村）

雨水貯留浸透施設

・各戸貯留
・池沼及びため池　等

交付金 流域貯留浸透事業
一級河川又は二級河川の流域内におい
て、貯留若しくは浸透又はその両方の機
能を持つ施設の整備

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

・雨水貯留浸透施設
・（道路事業との連携による）透水
性舗装

交付金

地方公共団体が助成する雨水流
出抑制施設　等

交付金

下水処理水の再利用、雨水の再利用や
貯留浸透による流出抑制、親水性のあ
る水辺空間の整備、河川事業等との連
携・共同事業

新世代下水道支援事業
国土交通
省

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903

内水対策

下水道施設（雨水管、雨水ポンプ、
雨水貯留施設等）の整備、耐震
化、耐水化

その他 ハザードマップ作成 交付金

補助金

補助金

補助金

災害ハザードエリアからの移転

効果促進事業
基幹事業（流域内のハード対策等）と一
体となったソフト対策として、ハザード
マップの作成・印刷を支援するもの。

国土交通
省

地方公共団体
（市町村）

交付金 通常の下水道事業
公共下水道、流域下水道又は都市下水
路の設置又は改築に関する事業

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

交付金

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

地方公共団体等
関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

下水道床上浸水対策事業
（下水道防災事業費補助）

大規模な再度災害防止のための下水道
施設の整備

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

関東地方整備局
河川部地域河川課
048-600-1903
建政部都市整備課
048-600-1907

大規模雨水処理施設整備事業
（下水道防災事業費補助）

雨水処理を担う大規模な下水道施設の
整備

国土交通
省

地方公共団体（都
道府県、市町村
等）

関東地方整備局
建政部都市整備課
048-600-1907

事業間連携下水道事業
（下水道防災事業費補助）

河川事業と連携して実施する下水道施
設の整備
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減災のための目標および概ね５年で実施する取組

ソフト対策の紹介

「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく利根川下流域の減災に係る取組方針（案）の説明資料より抜粋
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減災のための目標

■５年間で達成すべき目標

利根川下流域の大規模水害に対し、
「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を目指す。

■上記目標達成に向けた３本柱の取組
上記目標の達成に向け、洪水を河川内で安全に流すハード対策に加え、利根川下流域において、
以下の項目を３本柱とした取組を実施する。

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動
の取組

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするため
の排水活動の取組

※大規模水害：想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害
※逃げ遅れ：立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態
※社会経済被害の最小化：大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に再開できる状態

22



１）ソフト対策の主な取組 ※取組は課題（数字）に対応

概ね５年で実施する取組（案）：逃げ遅れゼロに向けた取組

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

１．避難勧告等の発令基準

・想定最大規模降雨における洪水を対象に基準の見直し（または新規設定）（1-1）

・ロールプレイ等によるタイムライン見直し（または新規作成）（1-2）

２．避難場所・避難経路

・広域避難計画の検討、策定や避難経路に関する検討、防災訓練などの機会を通じ避難場所の住民への周知（1-3・1-4・1-5）

３．リスク情報の周知

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表（1-6）

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手のし易さサポート） （1-7）

・想定最大外力を反映した洪水ＨＭの策定・周知（1-8）

４．避難住民等への情報伝達体制や方法

・首長も参加したロールプレイング等の実戦的な避難訓練の実施（1-9）

５．住民等への情報伝達体制や方法

・洪水情報のプッシュ型配信の実施（1-10） ・スマホ等IT機器の活用を検討、避難訓練等の実施（1-11）

・水防意識社会に関する資料等の作成による広報の推進（1-12） ・水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置（1-13）

・水防災に関する説明会の開催（1-14） ・小中学校における水災害教育の実施（1-15） ・教員を対象とした講習会の実施（1-16）

６．避難誘導体制

・氾濫特性に対応した避難計画・避難誘導体制の充実（1-18・1-19 ・1-20 ）

・まるごとまちごとＨＭの検討、整備や表示板等の整備推進（1-21）

・要配慮者施設における避難計画の策定、訓練の実施促進・必要性の啓発（1-22）
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２）ハード対策の主な取組 ※取組は課題（数字）に対応

概ね５年で実施する取組（案）：水防活動･排水活動の取組/ハード対策

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
11．排水施設、排水機資材の操作、運用
・大規模水害を想定した排水計画を作成（3-1・3-2・3-3） ・排水計画に基づく排水訓練の実施（3-4）

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
７．河川水位等に係る情報提供
・水防に関する広報の推進（2-1） ・水防（防災）訓練の実施（2-2） ・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施（2-3）
・隣接市町合同による水防訓練の取組を推進（2-4） ・広域的な水防支援体制を推進（2-5）

８．河川の巡視区間
・広域化、長期化する水防活動も視野に入れ、巡視区間・頻度・内容の明確化（2-6）
・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進（2-7）
・洪水特性を考慮した水害リスクの高い箇所の住民との共同点検の実施、もしくは訓練実施の呼びかけや防災啓発の場での周知（2-8）

９．水防資機材の整備状況
・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築（2-9）

10．市町庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応
・水害ＢＣＰ策定に向けた検討（2-11） ・洪水や氾濫の特性も考慮した内容の氾濫を想定した対応マニュアルの作成（2-12）
・大規模工場等への浸水リスクと水害対策等の周知活動の実施（2-13）
・洪水の特性も考慮した内容の自衛水防を説明会等により市民へ周知（2-14）

②避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
1．雨量・水位等の観測データ及び洪水等の状況を把握・伝達するための基盤の整備
・簡易水位計や量水標、ＣＣＴＶカメラ等の設置（4-1）

2．住民等への情報伝達体制や方法
・円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備（1-17）

3．水防資機材の整備
・新技術を活用した水防資機材の検討、水防資機材等の配備や維持管理（2-10）

4．市町庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応
・氾濫形態に応じた排水施設の耐水化、庁舎の耐水対策の実施（2-15）

①洪水を河川内で安全に流す対策、危機管理型ハード対策
1．洪水を河川内で安全に流す対策
・優先的に実施する堤防整備（4-1）

2．危機管理型ハード対策
・優先的に実施する堤防天端の保護（4-1）
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ソフト対策（避難行動等①）（例）

1．避難勧告等の発令基準 3．避難情報
想定最大規模降雨における洪水を対象に基準の見直し（または新規作成）
ロールプレイ等によるタイムラインの見直し（または新規作成）

4．避難住民等への情報伝達体制や方法 5．住民等への情報伝達体制や方法
首長も参加したロールプレイング等の実践的な避難訓練の実施
避難訓練等の実施 、水災害に関する問い合わせ窓口の設置
水防災に関する説明会、小中学校における水災害教育、教員を対象とした講習会の実施

• タイムライン作成済みの
沿川14市町においては、
今年度以降の出水・訓練
等を踏まえ、タイムライン
を適宜見直しを行う。

• 訓練は、首長も参加した
ロールプレイング形式等
による、より実戦的な取
組とする。

利根川下流
河川事務所

タイムラインイメージ

• 自治会等との継続的な合
同訓練

• 小中学校での防災教育
（水防活動体験・出前講
座等）の実施

ロールプレイング形式の訓練の様子

合同訓練
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ソフト対策（避難行動等②）（例）
2.避難場所、避難経路 3.リスク情報の周知
広域避難計画の検討、策定や避難経路に関する検討・住民への周知
想定最大外力を反映した洪水ハザードマップの策定・周知

6．避難誘導体制
氾濫特性に対応した避難計画・避難誘導体制の充実、まるごとまちごとハザードマップ検討、整備や表
示板等の整備推進
要配慮者施設における避難計画の策定および訓練実施の促進

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図

・利根川下流・想定
決壊地点別氾濫ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・広域避難計画の策定
・ハザードマップの作成
・広域相互支援体制
（隣接市町との協定締結）

破堤地点位置図

利根川左岸67.5kmをクリックすると
氾濫シミュレーション（動画）が表示
される。

【広域避難・広域相互支援体制のイメージ】

○○市
△△公民館

○○市□□小学校

◇◇市☆☆交流センター

■隣接市町との相互支援体制イメージ

避難場所の提供 食料や物資の提供

救助および応急復旧に必要な職員の派遣、

資機材・物資の提供

※本浸水想定区域図は平成１７年作成、氾濫シ
ミュレーションの外力は施設計画規模（１／２００）
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７．河川水位等に係る情報提供
水防に関する広報、水防（防災）訓練の実施、水防担
当への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施、
隣接市町合同による水防訓練の取組を推進

８．河川の巡視区間 ９．水防資機材の整備状況
広域化、長期化する水防活動も視野に入れ、巡視区
間・頻度・内容の明確化
水防の担い手となる水防協力
団体募集・指定の促進
洪水特性を考慮した水害リスク
の高い地域での住民との
共同点検の実施
地域の建設業者による水防
支援体制の検討・構築

ソフト対策（水防活動等）（例）

利根町での共同点検実施状況

伝達訓練

水防訓練

10．市町庁舎、災害拠点病院等
の水害時における対応
水害BCPの策定に向けた検討
洪水や氾濫の特性も考慮した内
容の氾濫を想定した対応マニュア
ルの作成
大規模工場等への自衛水防に関
する啓蒙活動・説明会開催
洪水の特性
も考慮した
内容の自衛
水防の市民
への周知

隣接市町合同による水防訓練の様子
（我孫子市HP）

水防説明会
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ソフト対策（排水活動等）（例）

11．排水施設、排水機資材の操作・運用
河口に近い特性も考慮した氾濫水を迅速に排水するための、排水施設情報の共有・排水
手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画(案)の策定
排水計画に基づく排水訓練の実施

• ポンプ車の的確な設置場所・ルート、必要な排水量（台
数）、浸水エリア等の基礎的情報の入手方法を事前に計

画し、緊急時の早急な対応を可能にする。

河口堰

平成27年9月洪水時の浸水・排水作業の状況
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１. 円滑かつ迅速な避難に資する施設（ハード）整備

ハード対策（例）

３．新技術を活用した水防資機材の検討、配備等

新技術を活用した水防資機材の一例

例） 防災ラジオ

防災行政無線の改良 等

水のう

水防マット工

袋体に砕石や土のうを等を投入し、洗掘さ
れた箇所を覆い、堤防への水の侵入を防ぐ

２. 氾濫形態に応じた排水施設の耐水
化、庁舎の耐水対策の実施

設備高所化対策

耐水壁の設置

基礎を地上2mに嵩上げ
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